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標識の掲示（第19条）

Ｑ１ 標識に記載すべき事項はどのようなものがありますか（ＦＡＱ３⑶10）。
Ａ１ 標識に記載すべき事項は以下のとおりです。なお標識の大きさは縦25cm以上横35cm以

上となります。
①登録番号※
②登録年月日
③登録の有効期間
④商号、名称又は氏名
⑤主たる営業所又は事務所の所在地

Ｑ２ 営業所又は事務所ごとに掲示する必要のある標識は各事業者が自分で用意する必要があ
りますか（ＦＡＱ３⑶11）。

Ａ２ 標識は各事業者において用意する必要があります。なお、休業している場合においても
事業の廃止手続きを行わない限り、標識の掲示は必要となります。

※「登録番号」に、廃止前賃貸住宅管理業者
登録規程に基づく賃貸住宅管理業者登録制度
に基づいて付与されていた登録番号を暫定的
に記載することはできません（ＦＡＱ）。

具体の様式につきましては、規則の別記様
式第十二号をご参照下さい。

（標識の掲示）
第十九条 賃貸住宅管理業者は、その営業所又は事務所ごとに、公衆の見やすい場所に、国土
交通省令で定める様式の標識を掲げなければならない。
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標識の掲示（第19条） 資料１



令和４年６月～

3

業務管理者の選任（業務管理者の要件）

賃貸不動産経営管理士

※令和２年度までに試験に合格し、
令和４年６月までに登録した者

無資格者

業
務
管
理
者

登録試験
（令和３年度以降）

移行講習（２ｈ程度）
令和３年６月～

令和４年６月

宅地建物取引士
（賃貸住宅管理業に係る
実務経験2年以上）

管理業務の実務経験２年
（別途実務講習で代替可）

指定講習
（１０ｈ程度）
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管理受託契約 重要事項説明書（国土交通省） 資料３
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賃貸住宅標準管理受託契約書（国土交通省） 資料３
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再委託の禁止（第15条）

管理受託契約に管理業務の一部の再委託に関する定めがあるときは、一部の再委託を行うことができますが、
自らで再委託先の指導監督を行わず、全てについて他者に再委託すること、又は、管理業務を複数の者に分割
して再委託して自ら管理業務を一切行わないことは、本法の規定に抵触します（ＦＡＱ集３（３）4） 。

なお、賃貸住宅の賃貸人のために当該維持保全に係る契約の締結の媒介、取次ぎ又は代理を行う業務を行う場
合も「賃貸住宅の維持保全を行う業務」に該当するため、賃貸住宅管理業者が直接的に当該業務を実施してい
ない場合であっても本法の規定に抵触しません（ＦＡＱ集３（３）4） 。

賃貸住宅管理業者
賃貸人

管理受託契約

①家賃等の受領
②点検・清掃等
③修繕等

（管理業務の再委託の禁止）
第十五条 賃貸住宅管理業者は、委託者から委託を受けた管理業務の全部を
他の者に対し、再委託してはならない。

資料４
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分別管理（第16条）
出典：国土交通省

（分別管理）
第十六条 賃貸住宅管理業者は、管理受託契約に基づく管理業務（第二条第二項第二号に掲げるものに限る。
以下この条において同じ。）において受領する家賃、敷金、共益費その他の金銭を、整然と管理する方法とし
て国土交通省令で定める方法により、自己の固有財産及び他の管理受託契約に基づく管理業務において受領す
る家賃、敷金、共益費その他の金銭と分別して管理しなければならない。

管理受託契約に基づく管理業務において受領する家賃、敷金、共益費その他の金銭（以下「家賃等」という。）を管理する
口座と賃貸住宅管理業者の固有財産を管理する口座を別とした上で、管理受託契約毎に金銭の出入を区別した帳簿を作成す
る等により勘定上も分別管理する必要がある。
家賃等を管理する口座と賃貸住宅管理業者の固有財産を管理する口座の分別については、少なくとも家賃等を管理する口座
を同一口座として賃貸住宅管理業者の固有財産を管理する口座と分別すれば足りる（解釈・運用の考え方（管理）１９頁） 。
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証明書の携帯等（第17条）

Ｑ 全ての従業員が従業者証明書を携帯する必要はありますか（ＦＡＱ３⑶８）。

Ａ 従業者証明書を携帯させるべき者の範囲は、賃貸住宅管理業者の責任の下に、
当該賃貸住宅管理業者が営む賃貸住宅管理業に従事する者とします。
なお、賃貸住宅管理業者と直接の雇用関係にある者であっても、内部管理事

務に限って従事する者は、従業者証明書の携帯の義務はありません。

（証明書の携帯等）
第十七条 賃貸住宅管理業者は、国土交通省令で定めるところにより、その業務に従事する使用人
その他の従業者に、その従業者であることを証する証明書を携帯させなければ、その者をその業務
に従事させてはならない。
２ 賃貸住宅管理業者の使用人その他の従業者は、その業務を行うに際し、委託者その他の関係者
から請求があったときは、前項の証明書を提示しなければならない。

資料６



15

証明書の携帯等（第17条）
表
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証明書の携帯等（第17条） 資料６
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帳簿の備付け等（第18条）

Ｑ 各営業所等に備え付ける必要のある帳簿にはどのような事項を記載すればよいですか（ＦＡＱ３⑶
９）。

Ａ 帳簿への記載事項は以下の６項目が該当します。
①管理受託契約を締結した賃貸住宅管理業者の商号、名称又は氏名
②管理受託契約を締結した年月日
③契約の対象となる賃貸住宅（※）
※管理受託契約の対象となる賃貸住宅の所在地及び物件の名称、部屋番号、委託の対象となる部分及び附属設備などを指す

④受託した賃貸住宅管理業務の内容
⑤報酬の額（※）
※賃貸住宅管理業者に対する報酬だけでなく、管理業務に要する費用等、賃貸住宅管理業者が費用を支払い、その費用を賃
貸人から支払いを受ける場合は、その費用も含む

⑥管理受託契約における特約その他参考となる事項

（帳簿の備付け等）
第十八条 賃貸住宅管理業者は、国土交通省令で定めるところにより、その営業所又は事務所ごとに、
その業務に関する帳簿を備え付け、委託者ごとに管理受託契約について契約年月日その他の国土交通
省令で定める事項を記載し、これを保存しなければならない。
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定期報告（第20条）

【報告事項】
①報告の対象となる期間
②管理業務の実施状況（家賃等の金銭の収受状況、維持保全の実施状況等）
③入居者からの苦情の発生状況及び対応状況
※上記の事項を法令上報告が義務付けられる最低限の事項としておりますが、上記以外の事項についても、賃
貸人の求めに応じて報告することを推奨しております。

【頻度】
報告の頻度については、上記事項の報告を最低限年に１回行うことを法令上義務付け、報告事項
によっては、それ以上の頻度で行うことを推奨しております。

【報告方法】
報告の方法については書面によらず、メール等の電磁的方法によることも可能となりますが、賃
貸人とのトラブルを未然に防止する観点からも、当該提供を行う賃貸住宅管理業者において、管理
業務報告書のデータを適切に保存するよう努めるものとしております。

（委託者への定期報告）
第二十条 賃貸住宅管理業者は、管理業務の実施状況その他の国土交通省令で定める事項について、国土交通省
令で定めるところにより、定期的に、委託者に報告しなければならない。
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